
地域サプライチェーン事業承継に関する調査レポートの公表ついて

～サプライチェーンの危機！産地から考える地域主体の事業承継支援の在り方とは～

令和7年5月22日

近畿経済産業局では、「和歌山・高野口パイル産地」、「奈良・靴下産地」、「東大阪
産業集積」の3つの産地（地域）を対象に、サプライチェーン事業承継（以下「SC」とい
う。）に係る現状と課題を分析し、地域のSC事業承継支援のあり方（支援方策や支援体
制の構築）について検討・調査を行いました。
本調査により、地域のSC事業承継の可能性を高めるためには、地域のプレイヤーがSC
維持の観点から事業承継を捉え直し、主体的に企業価値を高めて事業承継を進めるととも
に、支援機関等による「プッシュ型支援」を通して、SC事業承継の実装に向けた推進体
制を構築することの重要性について各産地と認識共有に至りました。
今後、調査対象地域のSC事業承継の実現に向けサポートを進めていきます。

２．調査手法と具体的な調査事例
「和歌山・高野口パイル産地」、「奈良・靴下産地」、「東大阪産業集積」の3つの産
地（地域）を対象に、SC事業承継に係る現状と課題を分析し、産地活性化に向けた体
制構築と必要となる取組について、以下手法で調査・検討を行いました。

１．背景と課題
黒字での休廃業・解散が全廃業の過半数を占めるなど、事業承継に課題を有する事業者が数多く
存在する中、特に産地や産業集積が高い地域では、一部の企業の廃業により、SC全体が維持できな
くなる懸念が高まっています。
SCを維持するためには、事業承継が現実的な問題となる前から、地域の中小企業等が売上増やブ
ランド化等により企業価値を高めるとともに、事業承継の必要性に“気付く”ことが課題と考えられ、本調
査では、地域のSC・産業集積の存続・発展の重要性を認識しつつも、事業承継（継続）を諦めかけ
ている、または考える時期を迎えているが検討に至っていない中小企業等の「意識変化」と「行動変容」
を促すことを目的に検討を進めました。

【調査手法】
①アンケート調査：産地に関わる中小企業・個人事業主
②ヒアリング調査：自治体、業界団体、地域金融機関、支援機関等
③サプライチェーン検討会の開催（各地域２回）
構成メンバー：座長（学識経験者）、各地域の行政機関、産地組合、商工団体、金融
機関、国の事業承継支援機関等



【具体的な調査事例：和歌山・高野口パイル産地】
①現状と課題
当産地では、親機・子機による産地内分業体制が構築されていますが、染色工程（染屋）

や外注先の織屋（子機）の減少等、サプライチェーン上の脆弱性を有しています。

②産地組合を起点とした支援体制の構築
紀州繊維工業協同組合を起点としてみた場合、従来までの産地内及び県内の限られた支
援者ネットワークに加えて、地方金融機関や県内・県外の各種支援機関とのネットワーク
を拡大することで、事業承継支援に限らず、産地企業の企業価値向上に繫げるために産地
企業の多種多様な課題解決に資する支援体制の構築が有効と考えられます。
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４．今後の展望
今回調査を実施した地域に対してSC事業承継の実装へ向けた取組をサポートするとともに、令和7
年度も、引き続き基礎自治体・商工会議所・商工会・企業などの「地域」が主体となるSC事業承継を
推進すべく、地域経済の持続的な発展につながる仕組みの検討や構築に向け、調査事業や周知活
動などを実施する予定です。

３．サプライチェーン事業承継の地域への「実装」に向けて
地域のSC事業承継の可能性を高めるためには、地域のプレイヤーがSC維持の観点から
事業承継を捉え直し、主体的に企業価値を高め事業承継を進めるとともに、支援機関等に
よる「プッシュ型支援」を通して、SC事業承継の実装に向けた推進体制を構築すること
が重要となります。
そのためには、以下のように段階的にステップを踏んでいくことが大切であると考えます。
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